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土 木 部 長   
（ 公 印 省 略 ） 

 
 
 

石川県業務委託契約約款に関する様式について 
 
 
 

標記の件について、石川県業務委託契約約款第７条第３項の申請に関する様式を定め

たので通知する。 
 
 
 
 

記 
 
 
内 容：別添のとおり様式を定める。 
 
 
適用開始日：令和６年１月１７日以降の手続きから適用。 
 
 
そ の 他：災害時における応急調査業務においても適用する。 
      応急調査業務で一部再委託の申し出があった場合は、原則、災害時におけ

る応急調査業務に関する細目協定第５条に基づく応諾書の送付にあわせ

て、「再委託承認申請書」を提出させるものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（事務担当） 
土木部 監理課 技術管理室 

TEL 076-225-1787 



参考 

 

石川県業務委託契約約款（抜粋） 

 

（一括再委託等の禁止）  

第 7 条 受注者は、業務の全部を一括して、又は発注者が設計図書において指定した主たる部分を第

三者に委任し、又は請け負わせてはならない。  

2 受注者は、前項の主たる部分のほか、発注者が設計図書において指定した部分を第三者に委

任し、又は請け負わせてはならない。  

3 受注者は、業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは、あらかじめ、

発注者の承諾を得なければならない。ただし、発注者が設計図書において指定した軽微な

部分を委任し、又は請け負わせようとするときは、この限りでない。  

4 発注者は、受注者に対して、業務の一部を委任し、又は請け負わせた者の商号又は名称その

他必要な事項の通知を請求することができる。 

 

 

石川県測量業務共通仕様書（抜粋） 

 

第 129 条 再委託 

１．契約書第 7条第 1 項に規定する「主たる部分」とは次の各号に掲げるものをいい、受注者はこ

れを再委託することはできない。 

（１）測量業務における総合的企画、業務遂行管理及び技術的判断等 

２．契約書第 7条第 3項ただし書きに規定する「軽微な部分」は、コピー、ワープロ、印刷、製本、

速記録の作成、トレース、計算処理（単純な電算処理に限る）、データ入力、アンケート票の配

布、資料の収集・単純な集計、電子納品の作成補助、測量機器の賃借、その他特記仕様書に定め

る事項とする。 

３．受注者は、第 1 項及び第 2 項に規定する業務以外の再委託にあたっては、発注者の承諾を得

なければならない。 

４．受注者は、測量業務を再委託に付する場合、書面により協力者との契約関係を明確にして

おくとともに、協力者に対し適切な指導、管理のもとに測量業務を実施しなければならない。

なお、協力者は、石川県の建設コンサルタント業務等指名競争参加資格者である場合は、石

川県の指名停止期間中であってはならない。 

 

 

石川県設計及び解析業務委託共通仕様書（抜粋） 

 

第 1128 条 再委託 

１．契約書第 7条第 1 項に規定する「主たる部分」とは次の各号に掲げるものをいい、受注者はこ

れを再委託することはできない。 

（１）設計業務等における総合的企画、業務遂行管理及び技術的判断等 

２．契約書第 7条第 3項ただし書きに規定する「軽微な部分」は、コピー、ワープロ、印刷、製本、

速記録の作成、トレース、計算処理（単純な電算処理に限る）、データ入力、アンケート票の配

布、資料の収集・単純な集計、電子納品の作成補助、その他特記仕様書に定める事項とする。 

３．受注者は、第 1 項及び第 2 項に規定する業務以外の再委託にあたっては、発注者の承諾を得

なければならない。 

４．受注者は、設計業務等を再委託に付する場合、書面により協力者との契約関係を明確にしてお

くとともに、協力者に対し適切な指導、管理のもとに設計業務等を実施しなければならない。な

お、協力者は、石川県の建設コンサルタント業務等指名競争参加資格者である場合は、石川県の

指名停止期間中であってはならない。 

 

 



 

【再委託】様式１ 

 

再委託（変更）承諾申請書 

 

      令和  年  月  日 

（発注者） 

石川県知事 馳 浩  様 

 

                   受注者 住 所 

 

                       氏 名            印 

 

 令和○○年○○月○○日契約の○○業務委託ついて、石川県業務委託契約約款第７条第

３項に基づき業務の一部を再委託したいので、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 再委託に係る履行体制に関する書面 別紙のとおり 

  

２ 再委託する必要性 ○○○のため 

 

３ その他発注者が必要と認める書類（発注者から求められた場合に限る） 

 

 

※受注者は本申請書を２部発注者に提出し、発注者は決裁後、１部を受注者に返送する。 

※応急調査業務の場合は、業務委託名を「令和○○年○月○日に要請のあった○○市○○町地内の業務」とする 

------------------------------------------------------------------------------ 

 

 

再委託（変更）承諾書 

 

                           令和  年  月  日 

 （受注者） 

                様 

 

 申請のあったこのことについては、下記を条件に承諾します。なお、承諾内容等に変更

等が生じる場合は、事前に協議願います。 

記 

１ 受注者は、再委託の相手方に対し業務の適正な履行を求めること。 

２ 受注者は、再委託業務に係る契約書、請求書、領収書などの書類を提出させた場合 

  は、適切に保管し、事後において履行の確認ができるように徹底すること。 

３ 受注者は、発注者からの求めに応じ、２の書類の写しを提出すること。 

 

 

 
                                  （発注者） 石川県知事 馳 浩 印 

 



 

【再委託】様式２ 

 

履行体制に関する書面 

 
 令和  年  月  日 

 

 

                   受注者 住 所 

 

                       氏 名            印 

 

契約金額 円

再委託合計金額（予定） 円

再委託先１ 

会社名 ○○株式会社 

住 所 

電 話 

 

 

代表者氏名  

担当業務範囲 

もしくは内容 

 

技術者氏名 

 

 

 

契約金額(予定) 円

再委託先２ 

会社名 ○○株式会社 

住 所 

電 話 

 

 

代表者氏名  

担当業務範囲 

もしくは内容 

 

技術者氏名 

 

 

 

契約金額(予定) 円

※記入欄の行数が足りない場合は追加すること。 

※技術者氏名は全員分を記載すること。 


